○藤野委員　自民党新福岡を代表して、学校トイレの洋式化について、活力ある地域商店街の創出について質問する。まず、学校トイレの洋式化についてである。近年、一般家庭や公共施設でほぼ全てのトイレが洋式化され、和式トイレは急激に姿を消し、ほとんど見かけなくなった。しかし、本市の学校トイレはいまだに古い湿式の和式トイレが多く、老朽化対策や洋式化が進んでいない。子どもたちが毎日使うにもかかわらず洋便器が足りないと聞くが、本市の小中学校における洋便器設置状況を尋ねる。
△教育長　令和２年２月末現在の市立小中学校の大便器の総数は約１万5,000基で、そのうち洋便器数は約8,000基である。
○藤野委員　小中学校の洋便器は半分程度の整備にとどまり、洋式化があまり進んでいない。家庭の洋便器に慣れ、和便器の使い方が分からない子どもたちが多いと聞く。早急に、また多くの洋便器の整備が重要である。本市の学校トイレ整備の取組は他都市に比べてどうか。また、整備の優先順位の考え方を尋ねる。
△教育長　平成28年度の文部科学省の調査によると、各トイレに１基程度の和便器、残りは洋便器を設置する方針とした政令指定都市が福岡市を含め20都市中９都市と最も多い。平成22年度に福岡市が小中学校の児童生徒にアンケートを実施したところ、男子は洋便器を望むが、女子は高学年になるほど和式を望む意見が一定数あった。そのため、１カ所に和便器を１基残し、残りを洋便器とする整備方針であり、洋便器の設置割合は８割程度となる。老朽化対策の一環として平成９年度から洋式化を実施しており、24年度からは洋便器の割合を高めるとともに、バリアフリー化や床の乾式化を行っている。また、１校に複数あるトイレの系統ごとに数年に分けて改修しており、原則として改修などから20年以上経過したものから順に、年間30校、30系統を改修することとしている。
○藤野委員　本市の洋便器の割合は80％程度ということだが、現状の社会に合致していない。子どもたちのニーズに合わせた整備が重要だが、意見を把握しているのか。
△教育長　昨年７月に小学校11校、中学校５校、計16校の児童生徒約4,800人にアンケートを実施している。その結果、95％以上の児童生徒が洋式を使いたいと回答している。和式を使いたいとした児童生徒は、男女とも非常に少なかった。
○藤野委員　子どもたちは洋式化を望んでいることが分かった。トイレが明るく清潔になると子どもたちは学校をきれいに使おうと考え、衛生面の意識が変化すると思う。学校では、先生がトイレや掃除の後など様々な場面で手洗いの指導を徹底していると聞く。日常生活の基本となる手洗いの習慣づけは重要であり、今後もしっかりと指導をお願いする。また、トイレは子どもたちの健康を支える基礎でもある。子どもたちの声や社会的傾向、衛生面など考慮すると、洋便器は１基でも多いほうがよい。また、老朽化対策のため古いものからスピード感を持って整備するべきである。子どもたちの意見をしっかりと聞いて洋式化や乾式化などの推進に取り組むとともに、学校ごとの現状を踏まえた整備の推進を強く要望する。最後に、学校トイレのさらなる洋式化の推進と整備について、所見を尋ねる。
△教育長　児童生徒へのアンケート結果や社会的傾向、学校の使用実態などを踏まえ、さらなる洋式化の推進は重要な課題であると認識している。そのため、老朽化の状況を踏まえながら子どもたちのニーズや学校の現状を把握した整備を行うとともに、改修時には大便器を全て洋便器とする整備方針の見直しを検討していく。今後、児童生徒が安全で安心して学べるよう学校施設の整備を進めるとともに、洋式化や乾式化など、より衛生的で快適な使いやすいトイレの整備にスピード感を持って取り組んでいく。
○藤野委員　次に、活力ある地域商店街の創出、特に商店街支援のソフト面について尋ねる。昔は地域に住む大人はもちろん、子どもたちも買物を楽しみに訪れるなど、商店街は笑顔と活気に満ちていた。しかし近年、大型小売店の進出や、都市開発によるまち並みの変化、少子・高齢化による家族構成の変化や、インターネット、通信販売の普及による消費者の購買行動の変化など様々な要因により、商店街を訪れる人が減少している。それにつれて、やむを得ず店を閉める商店主も増え、商店街が寂しい雰囲気になってきている。商店街は、地域住民の日常の買物の場を提供する地域経済の担い手であるとともに、地域の交流、にぎわいの場を提供する地域コミュニティの担い手として、地域活力を支える存在である。買物の場として店舗構成や品ぞろえ、サービスの充実が求められる一方で、地域におけるにぎわいの創出や安全、安心のための街路灯や防犯カメラの設置、買物困難者支援など、課題解決に一定の役割を果たしており、コミュニティの担い手としての期待も大きい。こうした状況を踏まえ、商店街が果たす役割や機能の重要性を改めて理解し、地域の要望や期待に応えようと頑張る商店街を行政が支援する必要がある。福岡市として今後どのような支援施策を行うのか、商店街振興に関して質問する。現在、市内には約130の商店街組織があると聞いているが、商店街の現状について認識を尋ねる。
△経済観光文化局総務・中小企業部長　商店街組織の資金や人材の不足、業種構成の不足といった内部要因と、消費者ニーズの変化、大型店の進出、インターネット・通信販売の発達等といった外部要因が複雑に絡み合い、商店街を取り巻く環境は厳しい状況にあると認識している。
○藤野委員　福岡市では平成21年度から４年置きに商店街実態調査を実施しているが、直近の29年度の実態調査で明らかとなった商店街の課題は何か。
△経済観光文化局総務・中小企業部長　役員の担い手が不足している、次世代を担う若手がいないといった人材の不足に関すること、また、集客の核となる店舗がない、業種構成に不足があるといった店舗の魅力に関することが主な課題である。
○藤野委員　都心部に位置し広域からの来訪が多い都市型の商店街や、地域住民が日々の買物に利用する地域密着型の商店街など様々なタイプがあるが、実態調査の結果を踏まえ、力を入れている支援施策を尋ねる。
△経済観光文化局総務・中小企業部長　活動状況や規模、タイプなどにより課題も様々であるため、課題に応じて選択できるよう幅広い支援策を講じている。特に、平成29年度の実態調査結果を踏まえ、30年度からは、次世代を担う若手人材の育成や、集客の核となる魅力ある店舗の創出に重点的に取り組んでいる。
○藤野委員　限りある予算の中で、市内に約130ある全てを支援することは難しいと思う。一律ではなく、積極的に活性化に取り組む意欲のある商店街への支援を重点的に行うべきと考えるが、考え方を尋ねる。
△経済観光文化局総務・中小企業部長　本市では、新たな取組にやる気を持ってチャレンジする頑張る商店街を重点的に支援することとしているが、これまでは一定の資金や人材が備わっていることが前提とされたため、支援策を活用できる商店街が限られていた。そこで、平成30年度からは人材や資金が不足してもやる気があれば参画できる枠組みを設け、市が事業を企画し実施している。
○藤野委員　それには取組を企画し運営する人材が必要不可欠である。市として人材育成に関しどのような事業を実施しているのか尋ねる。
△経済観光文化局総務・中小企業部長　まず、平成30年度から開始した商店街ＮＥＸＴチャレンジャー育成事業では、商店街の若手会員や商店街の活性化に興味がある若者などが、１年間で９回、課題解決に向けた様々なテーマの調査研究を行い、平成30年度は32人、令和元年度は38人が参加した。また、令和元年度の新たな取組として、昨年11月から今年２月にかけて商店街の未来を考えるワークショップを５回開催し、商店街の人や活性化に興味がある市民が今後の在るべき姿について検討する場を設け、延べ206人が参加した。
○藤野委員　平成30年度から商店街の人材育成事業に力を入れているようだが、成果について尋ねる。
△経済観光文化局総務・中小企業部長　様々な立場の人々が意見を交わす中で、現状を客観的、俯瞰的に見る目を養い、解決策を探し得る能力や多様な意見を調整する能力を身につけることができたと考える。また、参加者が他の商店街の活動状況を知ることにより、新たなチャレンジを生み出すきっかけをつくるとともに、商店街の会員同士の横のつながりが生まれている。特に、商店街の店主や居住者ではない一般の市民で、課題解決に何らかの形で関わりたいと考える人が本事業に多数参加しており、意欲や問題意識の強さも再認識した。この取組は直ちに活性化につながるものではないが、活性化を図るために自ら考え動くことができる人材やそれを多様な立場から支える人材が不可欠であり、引き続き注力していく。
○藤野委員　今後さらに活力を生み出すため、どのような施策を考えているのか。令和２年度の商店街支援に関する予算額と新規事業について尋ねる。
△経済観光文化局総務・中小企業部長　当初予算額は5,089万2,000円を計上している。引き続き、人材育成を図る商店街ＮＥＸＴチャレンジャー育成事業や、集客や魅力向上を図るイベントへの支援などの施策を実施していく。また、新規事業として、国内外からの観光客の消費を取り込もうとする商店街を支援するため、商店街観光振興事業を実施することとしている。
○藤野委員　事業の目的と内容について尋ねる。
△経済観光文化局総務・中小企業部長　福岡の観光客に市内の商店街を訪れてもらう取組である。商店街はまちの特性や雰囲気を体験できる空間であり、魅力的な観光資源となる可能性を秘めていることから、新たに国内外からの観光客の消費を掘り起こすことでさらなる振興が図れると考える。内容としては、まず、商店街で実施される観光客誘致やおもてなしのためのイベント開催を支援する。また、Ｗｉ－Ｆｉや休憩施設など商店街で観光客が快適に買物を楽しめる環境整備を支援する。さらに、商店街の特性に合った観光集客戦略の策定や効果的な事業の企画立案についても支援する。
○藤野委員　平成29年の福岡市観光統計によると、福岡市を訪れる外国人入国者数は309万人と７年連続で増加しており、入り込み観光客数は2,134万人、観光消費額は4,983億円と増加傾向にある。商店街に目を向けると、都心部では観光客の来訪も多く、インバウンド対策など受入れ環境整備に注力しているとのことだが、商店街にはどれくらいの外国人観光客が来ているのか。また、商店街観光振興事業は、日頃観光客の消費取り込みができていない商店街や観光客だけでなくその地域にも意味あるものにすべきだが、この事業でどのような効果が期待できるのか尋ねる。
△経済観光文化局総務・中小企業部長　平成29年度の実態調査では、市内の８割を超える商店街が外国人客を見かけると回答している。また、商店街観光振興事業については、これまでの支援施策に比べ補助の上限を引き上げ、または高い補助率を設定するとともに、これまで事業に取り組むことが難しかった商店街には一部の事業の補助率をさらにかさ上げすることなどにより、取組を促進していく。本施策によって多くの観光客が商店街を訪れることでまちのにぎわいや活気が生まれ、休憩施設など観光客の利便向上のための環境が整うことにより、商店街が地域にとっても魅力あるものになると考えている。
○藤野委員　現在、新型コロナウイルスが全世界で拡大し、いまだ収束の兆しが見えていない。市民経済への影響はもちろん、外国人観光客を対象に事業を行っていた事業所にとっては特に影響が大きいと聞く。また、今回の新型コロナウイルスに限らず、国際情勢などの影響により観光客が減少する可能性も大いにある。このような状況を踏まえると、商店街支援において観光客の消費に期待し過ぎるのは危ういと考えるが、どのように考えているのか尋ねる。
△経済観光文化局総務・中小企業部長　商店街観光振興事業については、観光を目的とした商店街への来訪を目指しているが、本事業で商店街の新たな魅力を創出することにより、これまであまり買物をしていなかった人や、近隣以外の地域からなど新たな来街者の獲得につながると考えている。
○藤野委員　これらの事業を活用して、商店街にひとときのにぎわいが生まれると思うが、私の地元である箱崎の商店街では、幼い頃は特別なイベントはなくても、地域の台所として通りが人で毎日埋め尽くされていた。30年がたち、買物の多様化に伴い商店街の役割は変化して、活気にあふれた商店街の姿は失われつつある。これからは、以前のように小売店が並んでいた商店街のイメージを取り払い、時代に合った、地域に求められる商店街の在り方を再定義する必要があるのではないか。箱崎の商店街も空き店舗が増えてきている。特に、商店主の高齢化や後継者の不在による商店の廃業が深刻化する中、空き店舗が増えシャッター通りとなる可能性のある商店街が増えると予想する。こうした状況を踏まえ、市としてこれからの商店街のあるべき姿をどのように考えているのか尋ねる。
△経済観光文化局総務・中小企業部長　活力ある地域商店街の創出には、商店街と地域の連携が不可欠であり、商店街が地域を支え、地域が商店街を支えるという好循環を生み出すことが必要だと考える。時代の変化とともに地域が求める商店街の姿も変化しており、小売店や飲食店だけでなく、病院や福祉施設、保育所など、地域が必要とする機能を備えた場であること、あるいは地域住民が集まりやすいコミュニティの核となる機能を備えた場であることなど、これからの商店街のあるべき姿は画一的なものではなく、地域によって異なるものになると考える。その実現に当たっては、それぞれの地域において、商店街で商いを営む人だけでなく、商店街を取り巻く地域住民や、商店街に魅力を感じ自らの活動の場としたいと考える人など、様々な立場の人が双方向に意見を交わし、そのあるべき姿を捉え直す時期に来ていると考える。
○藤野委員　昨年11月に福岡市主催の商店街の未来を考えるワークショップに参加した。週に１度、全４回にわたって実施されたワークショップには、商店街の役員や会員といった組織内部の人と、商店街の活性化に興味がある一般市民が多数参加し、商店街の現状や課題、10年後の商店街のありたい姿など熱く議論していた。参加してみて分かったが、商店街にノスタルジーを感じ、関わりたいと思っている人は想像よりも多い。一方で、商店主は日々の経営に精いっぱいで、運営や新たな取組を考えるための資金や人材に余裕はないように思う。活力ある地域商店街の創出には、ワークショップ参加者のような応援したい市民と、活気を取り戻したいが人材を確保できない商店街をつなぐ新たな施策があるとよい。これまで地元の商店街が少しでも活性化できればと思い成功事例を調べたが、抱える課題や環境は多種多様であり、どこでも共通して活性化の特効薬となる施策はない。まずは時間がかかっても課題を客観的に把握し、その課題を解決する人材を育成し、商店街自らがチャレンジできる土台をつくることが必要である。また、商店街の衰退は地域の衰退にもつながる。未来に向けた活力ある地域商店街の創出のためには、商店街や地域関係者と一体となり、市として全力で取り組むべきと考えるが、最後に髙島市長の決意を尋ね、質問を終える。
△市長　商店街は近隣住民の暮らしを支える地域経済の担い手であるとともに、交流やにぎわいの場を提供するコミュニティの担い手として、地域の活力を支える重要な存在であると認識している。このため、活力ある地域商店街の実現に向けては、あるべき姿を地域と共有し、商店街を自らの取組だけでなく、外側からも支えていく機運や枠組みが必要であると考える。近年の人材育成の取組により商店街の未来を描き、これを実現しようとする人材のネットワークが広がり始めており、福岡市としては、引き続き次世代を担う人材の育成に努めるとともに、そこで育まれたネットワークを活用しながら、商店街が取り組む新たなチャレンジを支援し、地域の活力を支える商店街の実現を目指していく。
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